
都道府県・市町村における奉仕活動･体験活動取組状況

調査結果概要

平成１５年１１月

文部科学省生涯学習政策局社会教育課

文部科学省では、平成１４年度から、奉仕活動・体験活動を推進する○調査の目的

ための体制整備を全国的に進めているところであり、その整備状況につ

いて把握し、今後必要とされる施策等の検討に資するため、実態調査を

行った。

・体験活動ボランティア活動支援センター等の機能・運営○調 査 項 目

・体験活動ボランティア活動支援センター等における取組状況

・地域教育力・体験活動推進協議会等の構成、実施状況等

Ⅰ．体験活動ボランティア活動支援センター等○調 査 対 象

「 」・委託事業 地域と学校が連携協力した奉仕活動・体験活動推進事業

により整備した「体験活動ボランティア活動支援センター」

・自主設置等により整備されているセンターで、教育委員会が「奉仕

活動・体験活動」の支援センターとしての役割を果たすものとして

位置づけているセンター

Ⅱ．地域教育力・体験活動推進協議会

「 」・委託事業 地域と学校が連携協力した奉仕活動・体験活動推進事業

により整備している「地域教育力・体験活動推進協議会」

・教育委員会が設置している協議会等で 「奉仕活動･体験活動」の推、

進協議会としての役割を果たしているもの

平成１５年７月１日現在。ただし、年度間の実績等については 「平○調 査 期 日 、

成１４年度」については平成１４年度間（平成１４年４月１日～平成

１５年３月３１日 「平成１５年度」については平成１５年４月１日～）、

平成１５年７月１日までの期間とする。

体験活動ボランティア活動支援センター○回 答 数

都道府県７３件、市区町村１，２７５件

地域教育力・体験活動推進協議会

都道府県５１件、市区町村１，３９９件

、 、 。○注 意 点 割合は 注記の無いものは 全回答件数に対する割合( )を示している%
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１．都道府県体験活動ボランティア活動支援センターは全都道府県で整備されている。また、市

区町村体験活動ボランティア活動支援センターは１，３３９市区町村域で（全市区町村の４２

％）で整備されている。

都道府県が整備する「体験活動ボランティア活動支援センター」は、全都道府県に整備さ

れており、７３件ある。このうち、文部科学省委託事業「地域と学校が連携協力した奉仕活

動･体験活動推進事業」により整備しているものが７２件（財団等への再委託を含む 、自。）

主設置によるものが１件であった。

一方、市区町村が整備する「体験活動ボランティア活動支援センター」は、１，２８８箇

所に整備されており、１，３３９市区町村域をカバーしている。このうち、文部科学省委託

事業「地域と学校が連携協力した奉仕活動･体験活動推進事業」により整備しているものが

１，０９４件、他省庁事業が４件、自主設置が２００件、その他が３１件であった。

自治体数 ｾ ﾝ ﾀ ｰ数 内 訳 対 象

委託事業 自主設置 そ の 他 自治体数他 省 庁 事 業

都道府県 ４７ ７３ ７２ ０ １ ０ ４７

( )100%

3,209 1,288 1,094 200 1,339市区町村 ４ ３１

（ ）41.7％

注）市区町村の整備数については、再調査を行っているため、有効回答件数（1,275）を超える数と

なっている。
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２．コーディネーターの人数が１人である支援センターが最も多い。

コーディネーターの人数が１人の支援センターが都道府県では約４割、市区町村では約５

割で最も多い。

コーディネーターの内訳としては、都道府県、市区町村とも、教育委員会職員が約５割で

最も多く、中でも社会教育主事が多い。

○コーディネーター人数

○コーディネーターの職種別の支援センター数

都道府県

39.7%

32.9%

15.1%

1.4%

6.9%

1.4%
2.6%

1人

2人

3人

4人

5～9人

10人以上

無回答

市区町村

53.4%

18.7%

6.4%

4.3%

7.9%

3.1%

6.3%

1人

2人

3人

4人

5～9人

10人以上

無回答

都道府県

45.2

4.1

8.2

15.1

16.4

34.2

0 10 20 30 40 50

その他

首長部局職員

民間団体職員

指導主事

その他教育委員会職員

社会教育主事

（％）

市区町村

39.6

4.2

4.6

7.2

24.2

33.5

0 10 20 30 40 50

その他

指導主事

首長部局職員

民間団体職員

社会教育主事

その他教育委員会職員

（％）
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３．活動の場や機会についての情報提供の方法として、都道府県ではホームページを、市区町村

では広報誌を活用している支援センターが最も多い。

活動の場や機会についての情報提供の方法として、都道府県では、ホームページを活用し

、 、 （ ）、ている支援センターが約８割で最も多く 続いて リーフレット・パンフレット 約７割

関係機関を直接訪問（約５割 、広報誌発行（約５割）の順になっている。）

一方、市区町村においては、広報誌を発行している支援センターが約６割で最も多く、続

いて、リーフレット・パンフレット（約４割 、関係機関を直接訪問（約３割 、他の機関紙） ）

への掲載（約３割）の順になっている。

○活動の場や機会についての情報提供の方法

４．相談対応の方法として、電話を活用している支援センターが最も多い。

都道府県、市区町村とも、電話による相談対応は９割以上の支援センターが、面接につい

ては８割以上の支援センターが実施している。

○相談対応の方法

都道府県

9.6

9.6

34.2

35.6

41.1
52.1

53.1

67.1

76.7

0 20 40 60 80

その他

テレビ・ラジオ

他の機関紙へ掲載

ポスター

電子メール

広報誌発行

関係機関等を直接訪問

リーフレット・パンフレット

ホームページ

（％）

市区町村

16.7

4.2

11.4

13.8

28.2

30.1

32.1

44.1

63.1

0 20 40 60 80

その他

テレビ・ラジオ

ポスター

電子メール

ホームページ

他の機関紙へ掲載

関係機関等を直接訪問

リーフレット・パンフレット

広報誌発行

（％）

都道府県

2.7

24.7

78.1

86.3

89.0

97.3

0 20 40 60 80 100

その他

ホームページ掲示板

電子メール

ファクシミリ

面接

電話

（％）

市区町村

2.4

7.1

33.1

52.0

80.2

91.3

0 20 40 60 80 100

その他

ホームページ掲示板

電子メール

ファクシミリ

面接

電話

（％）
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５．都道府県では約９割の支援センターが、市区町村では約８割の支援センターが、活動の場や

団体に関する情報を収集・提供している。

都道府県、市区町村ともに 「団体等に対する情報の収集・提供 「地域における活動の、 」

場に関する情報収集」は、約８割以上の支援センターが実施している。

このほか、都道府県では 「関係資料の収集・整理 「市区町村支援センターに関する情、 」

報収集・提供 「団体等へのアドバイスや学習相談 「コーディネーターや指導者の養成・」 」

研修」は、約８割以上の支援センターが実施している。

一方、市区町村では 「関係資料の収集･整理」は約６割 「団体等へのアドバイスや学習、 、

相談 「機関紙等の作成･発行 「団体との連絡調整や情報の共有」については約５割の支援」 」

センターが実施している。

○実施している業務内容

都道府県

9.6
11.0
19.2
28.8
38.4
43.8
53.4
54.8
60.3
61.6
65.8
65.8
68.5
72.6
79.5
79.5
80.8
86.3
87.7
90.4

0 20 40 60 80 100

地域プラットフォームとしての場所の提供

地域住民がどのような活動に参加した以下についてのニーズの把握

国の総合推進センターと連絡調整

他都道府県との連絡調整や情報の共有

各種プログラムの企画･提案・実施

新たな活動の場の開発

機関紙等の作成・発行

支援センターが未整備の市区町村への支援

活動の指導者等の人材育成

他の機関や部局と連絡調整や情報の共有

ホームページを活用した支援

市区町村支援センターとの連絡調整や情報の共有

市区町村支援センターへのアドバイスや学習相談

団体との連絡調整や情報の共有

団体等へのアドバイスや学習相談

コーディネーターや指導者の養成・研修

市区町村支援センターに関する情報収集･提供

地域における活動の場に関する情報収集

関係資料の収集･整理

団体等に関する情報の収集・提供

（％）

市区町村

0.9

7.3

17.2

18.6

23.6

32.7

39.7

40.2

43.8

49.6

50.6

52.0

62.7

79.6

83.9

0 20 40 60 80 100

国の総合推進センターと連絡調整

地域プラットフォームとしての場所の提供

他都道府県との連絡調整や情報の共有

ホームページを活用した支援

地域住民がどのような活動に参加した以下についてのニーズの把握

活動の指導者等の人材育成

新たな活動の場の開発

他の機関や部局と連絡調整や情報の共有

各種プログラムの企画･提案・実施

団体との連絡調整や情報の共有

機関紙等の作成・発行

団体等へのアドバイスや学習相談

関係資料の収集･整理

地域における活動の場に関する情報収集

団体等に関する情報の収集・提供

（％）
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６．自然体験活動や交流に関わる体験活動、社会奉仕体験活動に関する情報を提供している支援

センターが多い。

情報提供している活動の数については、都道府県では、５０件以上の支援センターが５割

以上ある一方で、１０件程度の支援センターも約２割あり、二分化されている。

一方、市区町村では、１０件程度の支援センターが約５割、２０件程度が約２割である。

また、情報提供している活動の分野としては、都道府県では、自然に関わる体験活動、子

どもの健全育成を図るためのボランティア活動に関する情報を提供している支援センターが

多く、市区町村では、自然に関わる体験活動、文化や芸術に関する体験活動の情報を提供を

している支援センターが多かった。

○情報提供している活動の数

都道府県

20.5%

9.6%

2.7%

5.5%20.5%
6.8%

26.0%

8.4%

10件

20件

30件

40件

50～90件

100～190件

200件以上

無回答

市区町村

49.8%

19.0%

5.8%

2.3%

1.4%
11.0%

7.8%

2.9%

10件

20件

30件

40件

50～90件

100～190件

200件以上

無回答
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７．１ヶ月あたりの相談対応件数が１０件未満の支援センターが多い。

、 、活動希望者からの１ヶ月当たりの相談対応件数については １０件未満の支援センターが

都道府県では約６割、市区町村では７割以上ある。

また、活動先（受入先）からの１ヶ月当たりの相談対応件数については、１０件未満の支

援センターが、都道府県では約８割、市区町村では約７割である。

○活動希望者からの相談対応件数

○活動先(受入先）からの相談対応件数

都道府県

63.0%

30.1%

1.4%

5.5%

10件未満

10～29件

30～49件

無回答

市区町村

72.5%

6.0%

1.7%

1.1%
18.7%

10件未満

10～29件

30～49件

50件以上

無回答

都道府県

75.3%

16.4%

8.3%

10件未満

10～29

無回答

市区町村

69.8%
4.5%

0.5%

0.4%

24.8%
10件未満

10～29

30～49

50件以上

無回答
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８．ボランティア活動希望者リストがある支援センターは、都道府県では約５割、市区町村では

約２割。

ボランティア活動希望者リストを作成している支援センターは、都道府県では約５割、市

区町村では約２割である。登録者数に対する実際に活動した人の割合については、０～９％

の支援センターが、都道府県、市区町村ともに最も多く、都道府県では、リストを作成して

いる支援センターのうち約６割、市区町村では約８割となっている。一方、市区町村では、

９０％以上の支援センターも約１割ある。

また、指導者リストを作成している支援センターについては、都道府県、市区町村ともに

約４割である。登録者数に対する実際に活動した人の割合は、０～９％の支援センターが都

道府県、市区町村ともに最も多く、都道府県では、リストを作成している支援センターのう

ち約８割、市区町村では約９割となっている。その一方で、９０％以上の支援センターも、

都道府県では１割以上、市区町村でも１割弱あった。

○ボランティア活動希望者リストの有無
（％）

有 無 無回答

都道府県 ５０．７ ４２．５ ６．８

市区町村 ２２．６ ６３．６ １３．８

○登録者数に対する実際に活動した人数の割合

○指導者リストの有無
（％）

有 無 無回答

都道府県 ４３．８ ４３．８ １２．４

市区町村 ３５．８ ５０．７ １３．５

○登録者数に対する実際に活動した人数の割合

都道府県

78.1%

3.1%

6.3%

12.5%

0～9％

10～19％

50～59％

90％～

市区町村

88.8%

0.2%
7.0%

2.4%

0.2%

1.3%

0～9％

10～19％

20～29％

50～59％

60～69％

90％～

都道府県

59.5%

5.4%
2.7%

5.4%
2.7%

2.7%

5.4%

16.2% 0～9％

10～19％

20～29％

30～39％

40～49％

50～59％

90％～

無回答

市区町村

75.7%

1.0%

5.2%

4.9%

1.0%

0.3%
2.1%

9.7%
0～9％

10～19％

20～29％

30～39％

40～49％

50～59％

60～69％

90％～
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９．４５都道府県が、コーディネーター養成研修に取り組んでいる。

コーディネーター養成研修は、４５都道府県で取り組んでいる。

研修内容としては 「概論」が最も多く、約９割の支援センターが実施している。、

支援センター自身が実施する研修を充実させることも重要であるが、併せて、他の機関・

団体と連携したり、また他の機関・団体が実施する研修へ参加することなどにより、研修の

幅を広げることも必要であると考えられる。

また、今後は 「概論」等の基礎的な内容に加え、コーディネイト業務を行う上での具体、

的な悩みや問題点に対応したテーマで実施するなど、コーディネーターのスキルアップが図

れるよう、研修方法を工夫していく必要があると考えられる。

○コーディネーター養成研修の内容

16.7

7.4

20.4

20.4

37.0

44.4

50.0

53.7

92.6

0 20 40 60 80 100

その他

危機管理

広報啓発

ボランティアグループ等の支援

他の団体・機関等との連携

活動プログラム開発

相談対応・マッチング

情報収集・整理・提供

概論

（％）
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１０．都道府県では高等学校と、市区町村では小学校と連携協力関係がある支援センターが最も

多い。

学校等との連携協力関係の有無について、小・中学校と連携している支援センターは、都

道府県では約５割、市区町村では約８割である。また、高等学校については、都道府県では

約５割、市区町村では約２割となっている。

、「 」 、 、連携協力の内容としては 学校に対する体験活動の場や機会の情報提供 が 都道府県

市区町村ともに最も多い。

○ 学校等との連携協力関係がある支援センター数

○連携協力内容

都道府県

2.7
15.1
17.8
17.8
17.8

45.2
52.1
54.8

0 20 40 60

高専
幼稚園
大学
短大

養護学校
小学校
中学校
高等学校

（％）

市区町村

0.5
1.3
3.1
3.8
22.5
33.5

77.4
81.8

0 20 40 60 80 100

高専
短大
大学

養護学校
高等学校
幼稚園
中学校
小学校

（％）

都道府県

6.8

11.0

21.9

23.3

24.7

26.0

27.4

58.9

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

体験活動の事前研修等への協力

学校支援ボランティアと学校のコーディネイト

学校における体験活動のプログラムの企画への協力

学校に対する体験活動への外部指導者の派遣

学校外での体験活動の場や機会の提供者と、学校とのマッチング

教員の資質向上を図るための研修会等への協力

学校に対する体験活動の場や機会の情報提供

（％）

市区町村

1.3

4.7

7.5

11.9

15.5

20

32.7

48.9

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

教員の資質向上を図るための研修会等への協力

体験活動の事前研修等への協力

学校支援ボランティアと学校のコーディネイト

学校における体験活動のプログラムの企画への協力

学校に対する体験活動への外部指導者の派遣

学校外での体験活動の場や機会の提供者と、学校とのマッチング

学校に対する体験活動の場や機会の情報提供

（％）



- 10 -

１１．コーディネーターの確保、資質向上に関する課題がある支援センターが多い。

現在ある課題として、都道府県、市区町村ともに多かったのは 「コーディネーターの養、

成が遅れている 「コーディネーター人材の不足」など、コーディネーターの確保、資質向」

上に関する課題である。

このほか、都道府県では 「他の行政機関等との活動情報の共有が十分でない 「活動の、 」

場の提供を行っている団体等との情報の共有が十分ではない 「他の行政機関等との連絡調」

整が十分ではない」といった、活動情報の共有や連絡調整に関する課題を挙げた支援センタ

ーが多く、市区町村では 「ホームページを活用した対応ができていない 「活動プログラ、 」

ムの開発が難しい」を挙げた支援センターが多い。

○現在どのような課題があるか

市区町村

5.7

15.4

17.0

17.7

19.4

24.2

25.6

26.2

29.6

30.0

30.3

31.5

35.1

36.0

0 10 20 30 40 50 60

その他

学校から求められる情報等に対し十分に対応できていない

他のセンターと人材確保に関する情報がうまく共有できない

学校に対しどのような方法･ルート等で連携を促せばよいかわからない

他の行政機関等との連絡調整が十分ではない

活動の場の提供を行っている団体等との情報の共有が十分でない

他の行政機関等との活動情報の共有が十分ではない

活動の場が十分に確保できない

コーディネーター人材の不足

関係資料の収集･整理が十分に行われていない

コーディネーターの養成が遅れている

センターの体制(職員数等)が不十分

活動プログラムの開発が難しい

ホームページを活用した対応ができていない

（％）

都道府県

11.0
16.4
20.5
24.7

26.0
27.4
28.8
28.8
28.8
34.2
35.6
41.1

41.1
46.6
54.8

0 10 20 30 40 50 60

その他

学校から求められる情報等に対し十分に対応できていない

学校に対しどのような方法･ルート等で連携を促せばよいかわからない

ホームページを活用した対応ができていない

活動プログラムの開発が難しい

関係資料の収集･整理が十分に行われていない

センターの体制(職員数等)が不十分

他のセンターと人材確保に関する情報がうまく共有できない

市町村がどのような支援を求めているか把握できない

活動の場が十分に確保できない

コーディネーター人材の不足

他の行政機関等との連絡調整が十分ではない

コーディネーターの養成が遅れている

活動の場の提供を行っている団体等との情報の共有が十分でない

他の行政機関等との活動情報の共有が十分ではない

（％）
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〔概 観〕

○ 体験活動ボランティア活動支援センターは、全都道府県と、全国の約４割の市区町村

域で整備されている。平成１６年度までに全市区町村域をカバーするよう体制を整備す

ることを目標としていることから、国としても、その必要性等について一層強力に呼び

かけていく必要がある。

○ 都道府県、市区町村とも、約８割以上の支援センターが「団体等に対する情報の収集

・提供 「地域における活動の場に関する情報収集」を実施している。しかしながら、」

これらの業務は支援センターの基本的な業務であることから、今後、全ての支援センタ

ーで実施されるようになることが望まれる。

○ 情報提供している活動の数については、都道府県においては、５０件以上の支援セン

ターと１０件程度の支援センターに二分化されている。市区町村においては、１０件程

度の支援センターが約５割ある。関係機関との情報の共有などにより、今後一層の充実

を図っていく必要がある。

また、そのためには、地域教育力・体験活動推進協議会等の機能をより充実させてい

くことも必要であると考えられる。推進協議会等を活用し、幅広い関係機関等と活動の

場や機会に関する情報を共有したり、新たなプログラムを開発し、それらの情報を支援

センターに蓄積していくことにより、地域の実情や住民の様々なニーズに対応した、よ

り多くの活動の場や機会に関する情報を提供できるようになることが期待される。

○ １か月当たりの相談対応件数が１０件未満の支援センターが、都道府県、市区町村と

もに半数以上となっている。理由としては、ホームページ等による情報提供が充実して

いるため相談する必要がないこと、センターの存在が充分に周知されていないこと、活

動情報が少ないことなど、様々な理由が考えられる。

いずれにせよ、今後、住民からの活用が一層図られ、ホームページへのアクセスや相

談対応が増加するよう、支援センターの一層の周知を図っていく必要がある。

○ コーディネーター養成研修は、４５都道府県が取り組んでいる。研修内容としては、

｢概論｣「情報収集 「相談対応・マッチング」を実施しているところが半数以上ある。」

支援センターの課題として、コーディネーターの確保、資質向上に関する課題を挙げ

たところが多かったが、今後は 「概論」等の基礎的な内容に加え、コーディネイト業、

務を行う上での具体的な悩みや問題点に対応したテーマで実施するなど、コーディネー

。 、ターのスキルアップが図れるような内容で展開していく必要があると考えられる また

その際には、他の機関・団体と連携したり、また他の機関・団体が実施する研修へ参加

させることにより、研修の幅を広げることも考えられる。
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○ 学校等との連携協力関係については、市区町村では、約８割の支援センターにおいて

小中学校との連携協力関係がある。

学校教育においては、支援センターの情報を活用することにより、より多様な体験活

動の機会が充実されることが期待される。

また、保護者は、子どもや家族向けの催し物・行事の情報の入手先については、学校

からの配布物を期待している（ 完全学校週５日制の下での地域の教育力の充実に向け「

た実態･意識調査 （平成１５年３月 （子どもの体験活動研究会 ）ことからも、学校」 ） ）

と連携して情報提供や広報を行うことは、支援センターの活用を促進する上で有効であ

ると考えられる。
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